
特定非営利活動法人ちくしっ子ネットワーク  学童保育事業 

学 童 保 育 所 利 用 に 係 る ガ イ ド ラ イ ン（案） 

 

１．目的 

この、学童保育所への入退所・休所に係る許可基準ガイドライン（以下「ガイドライン」という）

は、特定非営利活動法人ちくしっ子ネットワーク（以下「法人」という）の構成員であり学童保育

利用者でもある「保護者」が「保護者運営である」ことを理解し共に協力し合うことにより「健全

な学童保育事業の実施」と、それによって「安心して保護者が働き続けることができる環境の持続」

を目的に、市内の各学童保育所保護者会（以下「保護者会」という）の裁量とされる「入退所・休

所」に係る基準を示すものである。 

 

２．基本的事項 

筑紫野市の学童保育事業は保護者が指導員と共に作り上げてきた歴史があり、法人となった今も

その関わりは変わらない。法人の運営責任者である理事長や決定権をもつ理事（保護者会選出）も

「保護者」である。ＮＰＯ法令の規定により、法人への入会を制限することはできない。しかし、

学童保育所の利用に関しては、法人定款および運営規程等の関係規約を遵守した上で、保護者会で

決定することができる。これは、法人運営を脅かす「未納者」や「規則違反者」を助長しないため

のシステムである。すべての利用者が納期限を守り、保護者会活動に参加し、保護者会役員として

運営参画することにより、法人の安定と学童保育所事業の継続が成立する。 

なお、保護者の代表が保護者会役員であることから「保護者会役員会の決定」をもって、「保護者

会の決定」とみなすことができる。 

 

３．対象児童および入所要件 

（１）保護者が法人の構成員であって、保護者会等に必ず参加し、運営に協力的であること 

（２）保護者の就労等（必要書類の添付必須）により放課後および休日に保育を必要とする小学校 1

年生から 6年生までの児童 

（３）過年度分の未納がないこと 

（４）中途入所は、小学校 3年生までの児童であって保護者の就労や転入などの場合に限る 

（５）季節保育利用の対象児童は、3年生が終了する 3月 31日まで学童に通年利用で在籍した 4年

生以上であって、児童が通所について同意している場合に限る 

（６）保護者会の決定により認められた場合 

 

４．退所 

（１）運営の安定化を図るために 1年契約としているため中途退所は認めない。ただし、転出の場

合は退所届等（必要書類）の受理月までの完納を条件に認める 

（２）未納がなく、かつ、保護者会の決定により認められた場合 

 



５．休所 

（１）通年保育利用児童の病気により月のうち 15日以上（土・日・祝祭日を含む）通所できない場

合は休所届の提出により、休所を認める。その際の保育料は 4000円とし、法人が認めた場合

は 3000円とする。すでに納入した保育料があるときは差額を返金する 

（２）季節保育利用児童であって、入所要件を満たさなくなった場合は休所届を提出し、保護者会

活動への参加を条件に許可するものとし、全く利用しなかった期間の保育料を免除する 

 

６．延長保育利用 

（１）延長保育利用希望者は「学童保育所入所申込書」に記載する 

（２）「学童保育所入所申込書」に変更が生じた場合は速やかに「届出事項変更届（自署であれば押

印不要）」を提出する 

（３）学童備付の時計が 18時になった時点で在所する児童は延長保育利用とみなし、お迎え時に「届

出事項変更届（自署であれば押印不要）」を提出し、指導員から「請求書」を受け取る 

（４）お迎えの依頼を受けた者が 18時を過ぎた場合は、書類（届出事項変更届）を持ち帰り、押印

の上、後日提出する。この場合、請求書は保護者宛てに渡す 

（５）18時以降は必ず室内保育とし、お迎え時に学童備付の延長保育利用簿に署名する 

（６）保護者会主催事業および自然災害の発生等により法人または行政の判断によって延長保育を

余儀なくされた場合はこの限りではない 

 

７．待機児童対応 

筑紫野市放課後児童健全育成事業の設備および運営に関する基準を定める条例（平成 26年 12月

26日条例第 22号）の制定により、通年保育利用児童の対象範囲が拡充されたが、学童保育設備に

ついては不十分であるため、入所要件（１）～（５）を満たしていても、場合によっては「学童待

機児童」が発生する。その場合は、下記の優先順位により保護者会で入所者の選考を行う。待機解

消するまでは他の「子育て支援サービス」を受けるように助言する 

（１）対象児童が 3年生以下であり、保護者が週 3日以上 15時を超えて勤務している場合 

（２）保護者の勤務形態等により、週 5日の学童保育利用が必要不可欠と判断される場合 

（３）法人や保護者会への理解と協力があり、遅滞なく保育料等が納められると判断される場合 

 

８．その他 

   ガイドラインに制定した事項または運営に関して、保護者会での判断が困難な場合は各学童の理

事を通じて執行部に相談すること。また、執行部や理事を補佐する機関として事務局があるため、

急を要する場合は、事務局への連絡をもってこれに変えることができる。ただし、保護者会選出の

理事には確実に状況を報告しておくこととする。 


